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球団経営の変遷
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【1960年】
セントラル・リーグ
大洋ホエールズ
読売ジャイアンツ
大阪タイガース
広島カープ
中日ドラゴンズ
国鉄スワローズ

パシフィック・リーグ
毎日大映オリオンズ
南海ホークス
西鉄ライオンズ
阪急ブレーブス
東映フライヤーズ
近鉄バファロー

【1985年】
セントラル・リーグ
阪神タイガース
広島東洋カープ
読売ジャイアンツ
横浜大洋ホエールズ
中日ドラゴンズ
ヤクルトスワローズ

パシフィック・リーグ
西武ライオンズ
ロッテオリオンズ
近鉄バファローズ
阪急ブレーブス
日本ハムファイターズ
南海ホークス

【2012年】
セントラル・リーグ
中日ドラゴンズ
東京ヤクルトスワローズ
読売ジャイアンツ
阪神タイガース
広島東洋カープ
横浜DeNAベイスターズ

パシフィック・リーグ
福岡ソフトバンクホークス
北海道日本ハムファイターズ
埼玉西武ライオンズ
オリックス・バファローズ
東北楽天ゴールデンイーグルス
千葉ロッテマリーンズ
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横浜DeNAベイスターズ
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球団経営（セリーグ）
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「収容人数」：消防法上の定員、またはプロ野球開催時の定員。
「平均観客数」：本拠地ホームゲームの1試合平均観客数（2016年）。クライマックスシリー
ズ、日本シリーズの観客数は含まず。ソフトバンクによれば全球団が満席率をベースにし
ており、未発券の分を引いた数を発表しているという[2]。ただし2015年シーズンにおいて
満員札止め時に収容人員を観客数として発表したのはソフトバンクのみである。2004年
以前の観客動員数は概数であり、1000人単位、細かくとも100人単位の数で発表するの
が通例であった。また、東京ドームの55,000人（消防署に届けられた定員は約46,000人
[※ 1]）、福岡ドームの48,000人[3]（2005年までの定員は35,157人）のように定員を超える
発表をしていた[※ 2]。2005年ごろよりこれを改め、1人単位までの動員数まで発表するよ
うになり、消防法定員を超える観客数の発表も行われなくなった。これは一般的に実数発
表と呼ばれているが、Jリーグのような来場者数のカウントは行われていない。
保護地域は原則1球団に1都道府県に限り認められている。ただしオリックスと近鉄との
合併の影響に鑑みた暫定措置として2005年から2007年度までの3年間に限っては阪神と
オリックスに各2府県（大阪府・兵庫県）の保護地域が認められていた。
プロ野球の歴史おいて、地方別でみると唯一、四国地方からNPBに加入したチームが存
在しない。ただし、2005年より四国アイランドリーグ（現・四国アイランドリーグplus）が発足
したため、独立リーグのプロ野球チームは存在する。
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球団経営（パリーグ）
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「収容人数」：消防法上の定員、またはプロ野球開催時の定員。
「平均観客数」：本拠地ホームゲームの1試合平均観客数（2016年）。クライマックスシリー
ズ、日本シリーズの観客数は含まず。ソフトバンクによれば全球団が満席率をベースにし
ており、未発券の分を引いた数を発表しているという[2]。ただし2015年シーズンにおいて
満員札止め時に収容人員を観客数として発表したのはソフトバンクのみである。2004年
以前の観客動員数は概数であり、1000人単位、細かくとも100人単位の数で発表するの
が通例であった。また、東京ドームの55,000人（消防署に届けられた定員は約46,000人
[※ 1]）、福岡ドームの48,000人[3]（2005年までの定員は35,157人）のように定員を超える
発表をしていた[※ 2]。2005年ごろよりこれを改め、1人単位までの動員数まで発表するよ
うになり、消防法定員を超える観客数の発表も行われなくなった。これは一般的に実数発
表と呼ばれているが、Jリーグのような来場者数のカウントは行われていない。
保護地域は原則1球団に1都道府県に限り認められている。ただしオリックスと近鉄との
合併の影響に鑑みた暫定措置として2005年から2007年度までの3年間に限っては阪神と
オリックスに各2府県（大阪府・兵庫県）の保護地域が認められていた。
プロ野球の歴史おいて、地方別でみると唯一、四国地方からNPBに加入したチームが存
在しない。ただし、2005年より四国アイランドリーグ（現・四国アイランドリーグplus）が発足
したため、独立リーグのプロ野球チームは存在する。
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運営会社（セリーグ） 2016年
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【日本プロフェッショナル野球協約による球団運営条件】
・資本金1億円以上の日本法に基づく株式会社であること（第27条）。
ただし、1980年1月1日現在の既存球団については除外される。

・外国人の持株比率が49％を超えていないこと（第28条）。
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球団経営（パリーグ）
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球団役職
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オーナー
球団の筆頭株主で多くの場合は企業が球団の株を取得しているため、代表者
（会長、社長など）がオーナーとみなされている。またプロ野球協約の第18条
第3項では球団役員を兼ねていないとオーナーを名乗ることができず、巨人の
ようにオーナー企業のトップとオーナーが異なる場合もある。 なお本業が忙し
い場合や体調崩している場合にはオーナー代行を立てることもある。

球団社長
球団の運営会社の長であり、経営を担当している。本社から出向していること
が多い。

球団代表
球団を代表して実行委員会などの会議に出る者を指す。

GM
球団の人事部門の事実上トップ。球団によっては編成部長、球団本部長など
ともいわれる。メジャーリーグや他のスポーツのような強い権限は持っていな
い。またかつては「総監督」という名称でGMと同様な職務を行っていたことも
ある。
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球団経営－営業権
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【営業権】－球団と球場
・阪神、オリックス
球団が球場の全営業権を保有

・広島、楽天、西武、ロッテ、ソフトバンク
営業権は全て持てないが、営業収入を十分得られる契約
を結んでいる

・巨人、ヤクルト、横浜、中日、日本ハム
球団の球場の営業権なし

阪神、オリックスは親会社が球場の全てを運営管理しており、球場内で発
生した収入は全て球団の収益になる。

巨人ら、球団ではなく球場管理者側が全営業権を得ているところは、球場
内の飲食関係の収益の大半が球場管理者側にいくという不利な契約。ﾁｹ
ｯﾄ売り上げ代で収益を得るしかない。
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経営状態（セリーグ）
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ヤクルト：神宮球場が大学野球を優先していて、球団との一体運
営ができない。東京に２球団と地域密着も困難。

巨人：放送権・グッズ売り上げ等で収入は十分だが、補強等の動
きの少ないセリーグでの大型補強は悪い意味でも浮いている。

中日：中部圏で唯一の球団で入場収入は放っておいても入るが、
球場の運営権を得られないので飲食収入が入らないのが不利。
阪神：経営としては全てに恵まれている。

広島：企業ではなく個人（マツダ創業家）が球団を持っている唯一
の球団。そのため先を見越した赤字覚悟の投資ができないｌ。節
約経営をしており36年連続黒字。
横浜：巨人戦視聴率低迷、野球人気停滞でTBSの身売り話しが
出るのは当然。放送局が球団を持つのがいかに難しいかを示し
た良い例。
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経営状態（パリーグ）
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ソフトバンク：福岡・九州７県の球場とフランチャイズ契約合意。球場側との
運営も良い条件で契約している。当時騒がれた年間48億契約が今でも続
いているのが唯一のネック。

日本ハム：地域密着に成功したが球場営業権を巡る問題はパリーグでは
最悪ｸﾗｽ。日本ハムが全収入を得られる飲食直営店は球場外の移動トラッ
クしか持てない契約。

楽天：球団改善費全額負担と引き換えに球場営業権の大半を得る契約を
結び営業黒字が続いている。収容人数を増やせば収入は増えるが、工事
費は全額負担。

オリックス：大阪・神戸の２球場の全ての経営を得ている。阪神が大阪ドー
ムでの試合をもっと増やせば、多くの飲食収入がオリックスに入る。
ロッテ：04球界再編問題でロッテも合併話が浮上し、慌てた自治体側がロッ
テに有利な球場経営権を結ぶことを合意。命名権収益などもロッテ側の収
益が多い。
西武：所沢という人口の少ないところに本拠地があるのが最大のネック。
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2010年各球団の売上高
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ヤクルト： 60億 ソフトバンク：247億
巨人 ：218億 日本ハム ：103億
中日 ：110億 楽天 ： 82億
阪神 ：非公表 オリックス ：非公表
広島 ： 98億 ロッテ ： 80億
横浜 ： 85億 西武 ：100億
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セリーグ球団の運営状況
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球場収入（NPBの場合）
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セリーグチームの経営課題
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チーム

阪神タイガース 関西のファンにとって特別な存在であり、地域密着という点で他のチームとは別格。球団経営も熱狂的な
ファンに支えられている。逆に言えば経営として特に何もしなくても黒字になる日本で最も恵まれた球団。
阪神甲子園球場も親会社の阪神電鉄が所有しており、球場運営は実質的に一体化できている。

読売ジャイアンツ 読売グループのテレビ事業拡大と表裏一体となった戦後の巨人人気がプロ野球を定着させたのは事実。
だが90年代以降、資金力で巨人だけを強くしても、ファンも収入も増えないことははっきりした。12球団共
同でのビジネスを伸ばした方が長期的には巨人のためにもなる。

東京ヤクルトスワローズ 全国に販売網を持つ親会社の広告宣伝にとっての意義は大きいだろう。ただ、巨人とのフランチャイズ地
域の競合は問題。同じ日に東京で2試合開催して野球ファンを取り合うのは、経営の観点からはマイナス
だ。本拠地の神宮球場は歴史的に大学野球を優先していて、球団との一体運営は難しい。

広島東洋カープ 昨年の決算もわずかながら黒字で36年連続の黒字。企業ではなく個人（マツダの創業家）が持つ唯一の
球団で赤字補填は難しく、「ケチケチ経営」に徹して黒字にせざるを得ないのが実態。選手の平均年俸も
12球団で最も低く、現阪神の金本、新井貴ら高年俸選手の相次ぐFA移籍にもつながっている。

中日ドラゴンズ 人口の多い中部圏で唯一の球団で、フランチャイズ制のメリットは大きい。恵まれた環境で本来は毎試合
満員でもおかしくない。ファンサービスを向上させ収入増につなげるべき。巨人戦全国中継の減少で放映
権料にはもう頼れない。親会社はナゴヤドームの運営会社にも出資するが、運営の一体化には課題が残
る。

横浜ベイスターズ キー局とはいえ、関東地方を放送エリアとするTBSが、全国向けの広告宣伝として球団保有を続ける意
義は薄い。巨人戦中継などでのメリットを当て込んだのかも知れないが、視聴率低迷で思惑が外れた形。
TBSが赤字なら身売り話が出るのは必然。本拠地球場との一体運営ができていないのも大きな問題。
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変遷するオーナー企業
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実質20億円から50億円程度の赤字が毎年発生するとさ
れるプロ野球の球団経営。

そもそもなぜ毎年赤字でビジネスが成り立つのか。

また、プロ野球人気の低迷やスター選手の大リーグ流
出が続く現状を踏まえた時、プロ野球のビジネスモデル
はどこに向かうべきなのか。
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プロ野球球団の経営状況
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2012年 数値は推定値
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プロ野球球団の経営状況
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最初に目につくのは観客動員と売上がリンクしていないこと。チケット売り上げの比率はもちろん大きいが。それだけでは球団経営は
成り立たない。 チケット収入は、球団の全売上額約1500億円の三分の一強。

巨人は動員率95％だが、他球団は60～80％。
楽天は初優勝したことで観客動員、売り上げなどの数字は2013年決算期には大幅アップすると思われる。

球場などで販売する飲食物やグッズなどの販売も大きな収益源。巨人、阪神、ソフトバンクの売り上げが大きいのはこれによると思
われる。
しかし他の球団では売り上げは微々たるもの。
またDeNAはチケット、球場での飲食、物販の売り上げの25％を球場に支払わなければならない。ハマスタは黒字、球団は赤字。

オリックスは35億円のチケット収入があることになっているが、年間指定席分を除くと微々たるもの。チケット屋ではオリックス戦の内
野席が1000円で売られている。

【放映権料】
20年ほど前は巨人が35億円、セリーグ各球団は15～20億円ほどあったと言われる。
巨人は、2014年から全国ネットの放送は22試合から8試合に減る。放映権料はさらに激減する。もっともグループ企業の日本テレビ
系との売買だからグループの内部留保になるので、実質的な影響は少ない。
むしろセの5球団はこれまで1試合１～1.5億円と言われた巨人戦の放映権料が視聴率の低下もあって大幅減しているのは痛い。
BS、CSなどは球団ごとに局と年間契約を結んでいるが、トータルで1億円内外と言われている。

反対に、パリーグはこれまで放映権収入はほとんどなかったが、少し計算できるようになりつつある。

またPLM（パシフィックリーグマーケティング株式会社）が、放映権料やライセンス使用料などの一括ビジネスに取り組みつつある。台
湾へのパリーグの試合ニュースの販売もその一環。パリーグの収益性は少しずつ改善しつつある。
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プロ野球球団の経営状況
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【支出】
年俸総額は2012年。ヤクルト、DeNA、オリックス、楽天のように売り気の小さな球団にとっては大きな負担。
結局、この金額が戦力強化費そのものと言っても良い。

【球場使用料】

グレー地は球団が本拠地球場に指定管理者になっている球団。指定管理者になると、球場を自由に使えるし
、営業企画もやりやすい。球場内での売り上げも全部球団に入る。使用料を払ったとしても採算が合うと言わ
れている。

阪神は、甲子園球場が阪神電鉄の所有物なので使用料はかからない。
中日はナゴヤドームに40億円ほど使用料を支払っているが、グループ企業なので利益は内部留保される。
西武ドームも同様。
ソフトバンクは、2011年まで年間48億円を福岡ドームに支払っていたが、2012年に親会社が球場を買収した。
これによって球団の収支は飛躍的に改善された。

日本ハムは大きな球場使用料を支払っているが、株式会社札幌ドームはグランドパートナーになっているの
で、実質的にかなりの金額を補てんされているものと思われる。
巨人とヤクルト、DeNAの球場使用料負担が大きいことが分かる。

収支（経常収支または純利益）は中日、オリックスは発表していない。巨人、阪神、広島、ソフトバンク、西武、
日本ハムが黒字。楽天も実質的には黒字。ロッテは微妙。
ヤクルト、DeNAは大きな赤字になっている。中日、オリックスも売上高から見てゼロかマイナスと思われる。
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プロ野球球団の収支
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１、収益
①野球観戦の入場料収入
②テレビなどの放映権収入
③グッズ販売収入
④広告収入
⑤その他

２、費用
①人件費
②球場使用料
③その他遠征費等
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プロ野球球団の収益
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収益 96億2,528万円

①野球観戦の入場料収入88億4,528万円

144試合×25,594人×@2,400=88億4,528万円

・プロ野球の年間の試合数；144試合
・平均入場者数（2009年）；25,594人
・入場料の平均金額；@2,400
入場料は単価の計算が必要ですが、過去行った人がいる。
そのときの数値が@2,400。
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プロ野球球団の収支
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②放映権収入7億8,000万円

巨人戦は１試合当たり1億円といわれている。
しかし、放映される曜日、カードによって料金は異なる。

また、最近は視聴率の低下で巨人戦の放映権収入は減
少の一途をたどっている。

「１９９０年の年間推定放映権料収入を見てみると、巨人がずば抜け

て多く３４億５千万円、次いで阪神の１７億５千万円、大洋（現横浜）の
１４億５千万円となっている。パ・リーグ球団は巨人１０分の１にも達
せず、巨人を除いたセ・リーグ５球団の５分の１程度しかない。」
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プロ野球球団の収支
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③グッズ販売収入④広告収入

上記③、④は収入として考えられているが、収入にならな
いケースがある。

即ち、プロ野球球団が、球場を保有しているケースと保有
していないケースがあり、球場を保有しているケースでは、
グッズ販売収入と広告収入が球団の収入となる。

一方、球場を保有していないケースでは、グッズ販売収入
と広告収入は球場保有会社の収入になる。
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プロ野球球団の費用
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費用 37億8,900万円

①人件費（2009年）；27億3900万円

人件費プロ野球選手への年俸と球団職員に対する給与
の二つがあると考えられるが、
プロ野球選手の年俸が大半を占めるはず。
12球団の年俸の総額から12で割って計算。
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年俸総額の推移
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2016年度年俸ベスト20
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②球場使用料 10億5,000万円

一試合あたりの球場使用料は、
・東京ドーム・・1,750万円
・札幌ドーム・・基本料金800万＋2万人を超えるごとに

1人当たり400円
⇒札幌ドームの平均入場者は27,027人
なので、1,100万ぐらい。。

・甲子園・・無料←親会社の持ち物で無料
・大阪ドーム・・年間11億ぐらい

←大阪近鉄バッファローズ時代の支払いらしい。
・ナゴヤドーム・・年間40億？
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プロ野球球団の費用
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③遠征費・キャンプ費用 5億1,200万円

＜一軍・遠征費＞
70日×＠25,000×40名=7,000万円
・宿泊日数；70日←年間遠征する試合数；70試合
・一泊の宿泊費；2万5千円（食事込み）
・一回の遠征の人数；40名（選手25名、その他35名）

＜一軍・交通費＞
40名×＠15,000×2（往復）×25回（70/3←3連戦が通常で、ざっくり＋αを加える）=3,000万円

＜二軍・遠征費＞
50日×＠20,000×70名=7,000万円
・宿泊日数；50日←年間試合数約100試合/２
・一泊の宿泊代；2万円（食事代込み）
・一回の遠征の人数；70名（選手35名（60名-25名）、その他35名）

＜二軍・遠征費＞
70名×＠15,000円×2×20=4,200万円

＜キャンプ費用＞
60日×110名×＠45,000＋300万円=3億円
・日数；60日←春季キャンプ、秋季キャンプ
・人数；110名
・一日の宿泊代；4万5千円（食事代、クリーニング代等込み）
・球場使用料；60日×5万円=300万円
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これだと黒字なのだが
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収益 96億2,528万円

費用 37億8,900万円

およそ68億円の黒字なのだが、

実際は、3億円の赤字。
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球団経営
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かつては多かった「親会社とのシナジー」追求

上述の親会社の変遷から読み取れることは何だろう。

まず、かつては電鉄系の企業とマスコミ系の企業が特に多かったこと
がわかる。1960年などは、東映もマスコミに含むと考えれば、12球団中
10球団が電鉄もしくはマスコミ系の企業。

彼らの狙いは明らかに親会社の本業とのシナジー追求である。

タイガースであれば、タイガースの試合を観に行くために阪神電車に乗
るし、ついでに阪神百貨店に寄るファンも少なくない。

ドラゴンズであれば、中日戦のチケットを中日新聞拡販のためのサービ
スとして活用できるし、新聞や地元のテレビ、ラジオでドラゴンズ戦を取
り上げれば、ますますドラゴンズファンが増え、ドラゴンズ戦がさらに効
果的な拡販ツールとなるという好循環が期待できる。
いわゆる「ハードとソフトのシナジー」を意図していたことが考えられる。
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球団経営
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このモデルは2012年現在も用いられているが、かつてほど
の重要度はない。特に電鉄系においてその傾向は強い。
88年末に南海と阪急が同時に球団経営から手を引いた時に
その傾向は鮮明となり、2004年の近鉄撤退で決定的になっ
た。

おそらく、現在の12球団制が続く限り、新たに球団を持とうと
する電鉄系企業は現れないだろうし、埼玉西武ライオンズが
いつまで球団経営に関わり続けるかも定かではない。

おそらく、独自の歴史と人気を誇る阪神タイガースだけが残
る可能性が高い。
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親会社とのシナジー以上に、プロ野球のビジネスモデルを
考える上で忘れてはならないのは、「職業野球団に対して
支出した広告宣伝費等の取り扱いについて」と題された
1954年8月10日付の国税庁長官の個別通達である。

プロ野球に関する税金の取り扱いに関して記されたこの通

達には、「球団の欠損金を補填するために親会社が支出し
た金銭は広告宣伝費とする」という項目が含まれている。

つまり、選手の年俸なども含めて、球団に赤字補てんした
場合はすべて親会社が広告費として税務上損金扱いでき
るということである。
これは2012年現在に至るまで続く、日本プロ野球のビジネ
スモデルの最重要要素である。
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プロ野球のビジネスモデルを支える国税庁通達
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時代によっても大きく異なるが、昨今、球団経営は親会社の補てんを除くと
20億円から50億円の赤字と言われている。その赤字が、親会社の広告費と
して見合うものか試算すると、ゴールデンタイムのTVの広告スポット（15秒）
はおよそ200万～300万円とされている。この数字と合わせると、球団の赤字
は、ゴールデンタイムに1000～1500回程度のTVCMを流すのとほぼ同様の
額と言えそうだ。
ジャイアンツ戦が常に20%超の視聴率を誇った頃の人気はないとは言え、
ニュースのスポーツコーナーではいまだに真っ先にプロ野球のニュースが取
り上げられる。優勝争いにでも絡むと、企業名を連呼される回数は劇的に増
える。個別企業の宣伝はしないはずのNHKでも「ソフトバンク優勝！」などと
企業名を呼ばれることを考えると、ゴールデンタイム1000回以上のTVCM以
上の効果ありとみなす企業は少なくないだろう。
特に、楽天やDeNAといった成長中の会社や、国内全体をカバーしている
中堅食品会社の日本ハムやヤクルトなどにとって、この広告効果は魅力的
に映るはずである。事実、日本プロ野球組織は安易な売名行為を避けるべく
、加盟に際して保証金30億円を要求するほどである。
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こうして見ると、2004年に近鉄バファローズが球団経営から手を引いた理由
もよくわかる。当時近鉄は1兆円を超える負債を抱えてリストラ中であり、連
結ベースで利益こそ出していたもの、40億円近い赤字とも言われたバファロ
ーズの経営は大きな重しとなっていた。しかも、ほぼ関西（一部中京）限定の
ビジネスをしている近鉄にとって、全国的な知名度を追うことの必然性は低
い。費用対効果のバランス次第ではあるが、全国的な広告の必要のない、
経営建て直し中の企業にとって、40億円の赤字は重すぎた。

その点、ヤクルトスワローズなどは、かつては、1億数千万円と言われたジャ
イアンツ戦のテレビ放映権を十数試合分持っていたことから、赤字額もそれ
ほど多くなかった（その意味で、セリーグの球団は「ジャイアンツ人気」という
“下駄”を履いていたとも言える）。相手球団のファンも多数入場してくれるこ
とが見込める東京という都市の特殊性や、23区のど真ん中という球場立地
の良さと併せ、球団経営を広告費とみなすビジネスモデルのメリットを大い
に享受したチームと言える。
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どのようなビジネスモデルが日本のプロ野球にとって可能か

(1)地域密着型ビジネスモデル
これはＪリーグをはじめとするサッカークラブのモデルに近いもの。地域に密着
し、溶け込むことで、地元からの強い愛着と支援を得る。地元の観客にスタジア
ムまで来てもらい、地元のスポンサー広告や地元テレビ局の放映料を増やして
いく。スタジアムとの関係も極力Win-Winになるようにし、使用料を押さえ、飲食
代やノベルティグッズの販売代の一部が球団に入るようにする（ちなみに、現在
でも、飲食代やノベルティグッズの販売代は別組織のスタジアムに入るという球
団は多い。横浜スタジアムが敬遠される理由にもなっている）。
イベントや地域との交流なども積極的に行い、試合だけではない楽しみや愛

着を顧客に対する新たな提供価値として最大化していく。提供価値も増やし、収
益化の方法も増やすというモデルだ。すでに東北楽天ゴールデンイーグルスが
これに近い取り組みをしている。
このモデルの弱点は、日本では東京や大阪、名古屋の集中度が高すぎる点。

特に東京は最大市場でありながら地元愛を感じにくい都市であるし、大阪は歴
史的経緯から阪神タイガースの独壇場となっており、2チームが健全に球団経営
できる環境にない。名古屋も同様だ。こうした点をどうクリアするかが課題になる
。
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(2)NFL（National Football League）型リーグ主導モデル
これは、現在の各球団バラバラの意思決定の仕組みを止め、プロ野球機構に権限を
集中して、プロ野球全体で繁栄を享受し、各チームに分配しようというもの。あらゆるス
ポーツビジネスで最も洗練された経営がなされているというNFLでは、コミッショナー主導
により、「戦力の均衡こそが好試合、スリルを生む」との信念のもと、完全ウェーバー式
のドラフトや、ハードサラリーキャップなど、戦力均衡ためにさまざまな工夫をしている。
また、テレビ放映権やビデオ販売事業などはリーグが一元管理している。その結果、グリ
ーンベイ・パッカーズのような地方の小都市のチームがリーグ屈指の人気球団となったり
もしている（それに対して野球のメジャーリーグでは、ピッツバーグ・パイレーツやカンザ
スシティ・ロイヤルズが「小市場」ゆえの資金不足でここ20年以上、常に下位に甘んじて
いる）。
この場合の新たな提供価値は、「追いつ追われつの好ゲームが今まで以上に期待で

きること」「最下位のチームでも、すぐに戦力を整え、優勝戦線に絡めること」などとなる。
その結果として、地元チームへの関心や愛着がさらに増すことも期待できる。
収益モデルとしては、先述の地域密着型の要素に加え、「NPB（日本プロ野球）」全体
をNFLのように商品化し、ビデオアーカイブや記録（野球ファンには記録マニアが多い）
を収益源にするなどが考えられる。
このモデル実現のためには、コミッショナーの強い権限と、本部の卓越したマーケティ
ング力、構想力、知恵などが必須である。
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40

(3)他国リーグ巻き込み型モデル
これは、他国のリーグと共同歩調をとってキラーコンテンツとなるチャン
ピオンシップリーグをシーズンと並行して開いたり（サッカーのUEFA チャ
ンピオンズリーグのイメージ）、最終的には他国リーグと合併するようなモ
デルである。

サッカーなどに比べると野球はナショナリズムに訴えにくい側面がある
ため、国対国という新たな提供価値を打ち出すことには一定の効果はあ
る。
収益モデルとしては、そうしたキラーコンテンツのテレビ放映料やグッズ
の販売、スポンサー収入などを新たな収益源とすることが考えられる。
また、グローバル化が叫ばれる昨今、海外への広告効果も期待される。
ただし、各国リーグとの利害調整や地理的障壁、国内リーグとの両立
などを考えると、実現へのハードルは低くはない。



©ATSUTO NISHIO

ビジネスモデル
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(4)良いとこ取りモデル
これらのモデルの良いところを組み合わせたもの。

チームは地元密着し、提供価値と収入源を増やしながらも、リーグの強い
権限とリーダーシップの元で、プロ野球全体の人気回復が図られている。
UEFA チャンピオンズリーグやワールドカップの野球版が日米、アジア、中
南米を巻き込んで行われており、国民的関心事項となっている。
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球団経営（セントラルリーグ）
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※観客動員数は各リーグまとめ、カッコ内は前年比％、「▼」はマイナス。
売上高は、巨人、広島、楽天は公表値、中日は愛知県が情報公開した
決算資料、その他はGLOBEの取材・推定より。
「―」は非公表。平均年俸は日本プロ野球選手会の調査結果より。
外国人選手を含まない。
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球団経営（パシフィックリーグ）
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※観客動員数は各リーグまとめ、カッコ内は前年比％、「▼」はマイナス。
売上高は、巨人、広島、楽天は公表値、中日は愛知県が情報公開した
決算資料、その他はGLOBEの取材・推定より。
「―」は非公表。平均年俸は日本プロ野球選手会の調査結果より。
外国人選手を含まない。
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中日ドラゴンズ
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人口の多い中部圏で唯一の球団で、フランチャイズ制
のメリットは大きい。恵まれた環境で本来は毎試合満員
でもおかしくない。ファンサービスを向上させ収入増に
つなげるべきだ。巨人戦全国中継の減少で放映権料に
はもう頼れない。

親会社はナゴヤドームの運営会社にも出資するが、運
営の一体化には課題が残る。
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阪神タイガース
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関西のファンにとって特別な存在であり、地域密着とい
う点で他のチームとは別格。球団経営も熱狂的なファ
ンに支えられている。逆に言えば経営として特に何もし
なくても黒字になる日本で最も恵まれた球団だろう。

阪神甲子園球場も親会社の阪神電鉄が所有しており、
球場運営は実質的に一体化できている。
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読売ジャイアンツ
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読売グループのテレビ事業拡大と表裏一体となっ
た戦後の巨人人気がプロ野球を定着させたのは事
実。だが90年代以降、資金力で巨人だけを強くして
も、ファンも収入も増えないことははっきりした。
12球団共同でのビジネスを伸ばした方が長期的に
は巨人のためにもなる。球界の改革をリードして欲
しい。
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東京ヤクルトスワローズ

47

全国に販売網を持つ親会社の広告宣伝にとっての意
義は大きいだろう。ただ、巨人とのフランチャイズ地域
の競合は問題。同じ日に東京で2試合開催して野球フ
ァンを取り合うのは、経営の観点からはマイナスだ。
本拠地の神宮球場は歴史的に大学野球を優先して
いて、球団との一体運営は難しい。
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広島東洋カープ
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昨年の決算もわずかながら黒字で36年連続の黒字。
企業ではなく個人（マツダの創業家）が持つ唯一の球
団で赤字補填は難しく、「ケチケチ経営」に徹して黒
字にせざるを得ないのが実態だろう。選手の平均年
俸も12球団で最も低く、現阪神の金本、新井貴ら高
年俸選手の相次ぐFA移籍にもつながっている。
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横浜DeNAベイスターズ
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キー局とはいえ、関東地方を放送エリアとするTBS
が、全国向けの広告宣伝として球団保有を続ける意
義は薄い。巨人戦中継などでのメリットを当て込んだ
のかも知れないが、視聴率低迷で思惑が外れた形。
TBSが赤字なら身売り話が出るのは必然。本拠地球
場との一体運営ができていないのも大きな問題だ。

2012年からDeNAが買収した。
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福岡ソフトバンクホークス
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フランチャイズ地域は福岡県だけでなく、実質的
に九州7県に広がる。観客動員も年200万人を超
えてリーグ首位。球場との一体運営も実現し、収
入確保の態勢も整う。しかし、ダイエーからの球
団買収時、本拠地球場に年48億円と高額な使
用料を払う契約を締結。この支出が減らないと
黒字化は難しい。
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埼玉西武ライオンズ
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地域密着と球場の一体運営などで黒字化を目指す
態勢は整った。ただ、埼玉県所沢市は人口約34万
人と本拠地として小規模。さいたま市（人口約124万
人）の球場でも一部試合を開催するが、ファン心理
からは中途半端だ。

赤字のまま、全国向けの広告宣伝として西武グル
ープが球団を保有する意義は薄い。
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千葉ロッテマリーンズ
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2005年から外部人材を球団経営に登用して改革
に乗り出し、翌年には、球場の指定管理者となっ
て運営を一体化。勝ち試合の後にヒーローインタ
ビューを球場内外で行うなど、観戦客がより長く
球場周辺で過ごし、収益につなげる工夫をしてい
る。

改革の効果が一巡して出にくくなるこれからが正
念場。
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北海道日本ハムファイターズ
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04年に北海道に本拠地を移転し、地域密着型の
球団経営で成功している。親会社からの赤字穴埋
めも定額の予算に切り替えて親会社をスポンサー
企業と位置づけるなど、経営の意識改革も進んで
いるようだ。最大の問題は本拠地・札幌ドームの営
業権が持てないこと。
札幌市などとの協力関係強化が必要だ。
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オリックス・バファローズ
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破綻（はたん）した本拠地球場の運営会社を06年に
親会社グループが買い取り、大阪で球場との一体
運営を実現。ただ、阪神との競合は避けられない。
ブルーウェーブ時代、阪神大震災後に「がんばろう
KOBE」とユニホームに入れた神戸市民との一体感
が、球界再編問題による混乱などで薄れたのは残
念。
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東北楽天ゴールデンイーグルス
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05年の参入時に本拠地球場の改修費全額負担と
引き換えに、球場の営業権を獲得。初年度に営業
黒字を達成して他球団に衝撃を与えた。球団保有
による楽天本社への相乗効果も大きかったのでは
ないか。課題は本拠地球場の収容人数が少ない
こと。
ただ、資金使途としては戦力強化が優先だろう。
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日米の相違
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日米の野球ビジネスには、個々の球団が主体となる日本と、
全球団一体での収益を重視する米国という違いがある。

米国では1961年、プロスポーツの全国放送の権利を競合チ
ーム同士が一体となって売っても独占禁止法に違反しないと
する法律が成立。放映権を一括管理して収益を分け合う手
法が一般的になった。

戦力均衡を目指した高収入球団から低収入球団への「収入
分配制度」などとともに、「弱肉強食」の市場原理を重視する
米国のイメージとは異なる。
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日米の相違
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日本の球団は、黒字経営への執着も乏しかった。
1954年の国税庁通達がその背景にある。
親会社は球団への赤字補填を「広告宣伝費」として損金処理
できるという内容だった。「いくら赤字になっても、親会社が穴
埋めしてくれるという意識があった」（球団社長経験者）。

だが、右肩上がりの経済成長が終わり、赤字体質を親会社
が放置しづらくなってきた。

コミッショナーも、日本では過去30年余り、元検察官や元外交
官ら官僚出身者が占め、経営感覚より調整能力が重視され
てきた。米国では近年、大企業や球団の経営経験者の就任
が一般的だ。
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日米の相違
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米大リーグ（MLB）の経営センスは、新ビジネスに積極的に
参入する姿勢からもうかがえる。2000年、30球団のオーナー
が共同出資でウェブサイト運営会社「MLBアドバンスト・メディ
ア」を設立し、試合の動画を有料配信するサービスを始めた。

試合チケットや公式グッズもネット販売するほか、ダフ屋行為
に近いとして敬遠するチームもあったチケット売買サイトと提
携するなど、事業を次々と拡大してきた。今では従業員は約
500人にのぼり、米メディアによると、年間売上高が5億ドル（
約380億円）を超える急成長企業だ。
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日米の相違
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日本でも変化の兆しはある。パ・リーグ6球団は07年、共同事
業会社「パシフィックリーグマーケティング」（PLM）を設立。
動画配信やスポンサー獲得などリーグ単位でのビジネスチャ
ンスをつかもうと動き出 した。収益が伸びれば、いまは静観し
ているセ・リーグも乗ってくるかもしれない。

日本代表が2連覇を遂げた09年のワールド・ベースボール・ク
ラシック（WBC）の経験から、「日本代表」ブランドを活用した
ビジネスは伸ばせそうだ。このWBCでは日本代表に10億円
以上のスポンサーがついたといわれる。
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日米の相違
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Ｊリーグ
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Ｊリーグランキング（総収入）
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2013シーズン

広告料、入場料、Jリーグ分配金、アカデミー関連、その
他からなるクラブ収入総額で比較。

浦和が平均からダブルスコアに迫る勢いな反面、J2か
ら昇格してきたチームが全て下位にランクしている。
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Ｊリーグランキング（広告料収入）
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広告料とは、ユニフォームやスタジアムに企業名や
商品名を入れることによる収入。

出資者とは異なるが、総収入に対して広告収入の
割合が多いクラブは、広告主の発言権が強くなると
思われる。
上位クラブはほぼ固定されており、差もわずか。
また、平均額が前年から2000万円ほど増えている。
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Ｊリーグランキング（入場料収入）
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スタジアムへの入場料収入。サッカーのリーグ
戦はホームとアウェイ(敵地)で1試合ずつ行われ
るが、入場料収入が得られるのはホームでの試
合(最低17試合)のみ。
スタジアムの収容人数と影響があるとはいえ、
やはり熱狂的なサポーターを持つチームが上位
に位置している。
こうした中で、広告収入3位の大宮が入場料で下
位に位置していることには注目。
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Ｊリーグランキング（入場者数）
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周辺人口から比べると、新潟の奮闘が目立つ。

ただし、新潟は無料入場券で集客している側面が
あるので、割り引いて考えたほうが良い。

実際、入場料収入で見ると新潟はむしろ下位に
位置している。
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Ｊリーグランキング（総コスト）
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Jリーグクラブのコストは選手・スタッフの合計
年俸が大きく、試合関連、チーム(女子、アカ
デミー含む)運営経費、販売費および一般管
理費で構成される。

収入の低いクラブは抑えざるを得ないため、
収入ランキングと似通ったものになっている。
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Ｊリーグランキング（人件費）
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年俸1億円を超える選手も増えてきた中で、増
加傾向にあるのが選手年俸。

ただし、年俸の高い選手を集めてチームを作る
こととリーグ戦を勝ち抜けることが必ずしもイコ
ールではないことがスポーツマネジメントの面
白味でもあり難しさでもある。
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Ｊリーグランキング（総コスト対人件費率）
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コストに対して人件費がどのくらい割り当ててい
るかを見ることでどのくらい力を入れて上位浮上
を狙っているチームかどうかが分かる。

柏がコスト総額、人件費額ともにそれほど目立つ
存在ではないものの、このランキングで見ると、
とても人に対する投資をする方針のクラブである
ことが分かる。
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Ｊリーグランキング（自己資本比率）
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クラブの財政健全度を見る指標。

この指標が赤字のクラブは実質経営破たんしてい
るともいえ、J1クラブでさえこの状況というのが厳し
さを感じさせる。
横浜FMは依然として債務超過状態であるものの、
急激に財務体質を改善させてきている注目クラブ。
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Ｊリーグランキング（連結表）
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総収入 広告料収入 入場料収入 入場者数 総コスト 人件費 総コスト対人件費率 自己資本比率
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Ｊリーグランキング（コストパーホマンスランキング）
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チーム人件費と順位の関係。コストパフォーマンスが良いチームは
どこか。プロは結果だから、投下した資本が反映されたかどうかを見
る必要がある。
広島は人件費ランキングでは9位と1位の名古屋と比べると10億円
近い差がある中で1位に輝き、あっぱれな結果となっている。
反面、人件費トップ3の名古屋、柏、浦和がそろって上位3にも入って
いないところにＪリーグの混戦模様をうかがわせる。また、コスパラン
キング中位にJ2からの昇格組が含まれているが、湘南の+2が最大
で結果的に低年俸チームと順位は比例する関係があると言えそう。
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入場料・広告料収入ランキング
2014年度
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１位 浦和 20億5400万円（19億8200万円↓）
２位 横浜 9億700万円 （9億5800万円↓）
３位 名古屋 7億9700万円（7億5600万円↑）
４位 FC東京 7億5800万円（8億5700万円↑）
５位 鹿島 7億5100万円（7億8800万円↑）
６位 仙台 7億3200万円（6億6000万円↓）
７位 新潟 6億9100万円（6億5000万円↓）
８位 川崎 5億6500万円（5億7100万円↑）
９位 G大阪 5億4700万円（5億9200万円↑）
10位 広島 5億2300万円 （5億500万円↓）
11位 柏 4億9500万円（4億6600万円↑）
12位 神戸 4億1400万円（4億8600万円↑）
13位 磐田 4億1100万円（3億7400万円↓）
14位 鳥栖 3億8000万円（5億3500万円↓）
15位 甲府 3億6700万円（4億2200万円↑）
16位 大宮 3億4300万円（3億4700万円↑）
17位 湘南 2億4400万円（2億2500万円↓）
18位 福岡 2億1100万円（1億9200万円↑）

１位 名古屋 22億4100万円（24億7100万円↑）
２位 大宮 22億1700万円 （24億500万円↑）
３位 浦和 21億7900万円（23億8000万円↑）
４位 柏 19億5100万円（19億4300万円↓）
５位 鹿島 18億600万円 （18億3100万円↓）
６位 G大阪 17億7000万円（18億4300万円↑）
７位 川崎 16億9300万円（17億9400万円↑）
８位 磐田 16億7800万円（15億8300万円↓）
９位 横浜 15億900万円 （20億5900万円↑）
10位 FC東京 14億3600万円（16億6500万円↑）
11位 広島 13億9700万円（15億3700万円↑）
12位 新潟 9億3600万円 （10億1300万円↑）
13位 仙台 7億7700万円 （9億2200万円↑）
14位 神戸 7億5700万円 （9億4500万円↑）
15位 甲府 6億2400万円 （7億4900万円↑）
16位 鳥栖 4億7200万円 （7億8900万円↑）
17位 湘南 3億6500万円 （4億5300万円↑）
18位 福岡 3億5500万円 （3億3400万円↑）
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Ｊリーグの収益
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Ｊリーグの収支
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Ｊ１：人件費と勝ち点
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最近５年間の決算
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1度も赤字を計上していない甲府。
5年連続の徳島、4年連続のＦＣ東京、新潟、磐田、横浜ＦＣ、3年連続の仙台、柏、大分も、採算性を高めている。
大分は直近の3年間で債務超過がほぼ半減。再建が順調に進んでいる。
浦和、大宮、水戸、千葉、東京Ｖ、京都が2年連続で黒字を確保。J2からJ1に昇格した鳥栖も黒字に転化（前年度は3
億5700万円の赤字）。
11年度まで4年連続で赤字だった湘南、岡山、愛媛、北九州も黒字化。
JFLに所属していた11年度に赤字を計上していた町田も黒字。
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最近５年間の決算
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札幌、栃木、群馬、岐阜、北九州、熊本、大分の
7クラブは債務超過。

前年度に黒字化した札幌は、再び赤字に転落。
昇格に伴い営業収益が5000万円増え、人件費も
前年を下回るなど抑えたが、試合関連経費やト
ップチーム運営経費、販管費らが嵩みました。12
年度で3700万円の債務超過に陥った。

群馬はJリーグに加盟した05年度の時点で債務
超過になっており、09年度には2000万円まで減
らしたが、同年度から4年連続の赤字で再び拡
大。12年度は8700万円の債務超過。ここ数年、
営業収益は良くも悪くも安定しているが、営業費
用の抑制に苦しみ、じわじわと赤字を積み上げ
ており、先行きに不安が募る。

群馬と同じ変遷を辿っているのが、岐阜と熊本。
共にJリーグに加盟した08年度の時点で債務超
過。
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2012年度のＪ１・Ｊ２クラブの経営状況
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浦和レッズ
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営業収入と収入3本柱
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純資産の推移
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クラブ収支
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クラブ財産
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スポーツ産業の比較分析－プロ野球 vs Ｊリーグ－
http://www.t.daito.ac.jp/~t037785/zemi_4ki/sports.htm
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プロ野球とＪリーグの比較
（概観）
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プロ野球とＪリーグの比較
（沿革）
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プロ野球とＪリーグの比較
（リーグ経営：概観）
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プロ野球とＪリーグの比較
（球団と地域の関係）
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プロ野球とＪリーグの比較
（フランチャイズ）
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プロ野球とＪリーグの比較
（契約形態）
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